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１ ． 地 区 概 要  

荒川中部地区は、一級河川荒川と一級河川利根川に挟まれた櫛挽台地及びその周辺に広がる農村地域で

あり、埼玉県北西部に位置する本庄市、深谷市及び寄居町にまたがる受益面積約3,200ha の地域である。南部

の荒川流域台地と北部の利根川水系の低地から構成されており、地区全体としては概ね平坦な地形と言え、荒

川流域系の台地が利根川に向かって押し出されたような形状をしており、南西から北東に向かって約300分の1

程度の緩やかな傾斜となっている。 

本地区の歴史は旧石器時代に遡り、幡羅遺跡や黒田古墳郡、中宿古代倉庫郡等の遺跡の他、中山道の重

要な宿場町として栄えた深谷宿の街道沿いには、多くの陣屋跡や宿場町としての名残が残されている。また、右

幹線用水路上流部や地区周辺を流れる唐沢川の水路沿いは、桜の景観地となっている。 

東京都心から60～80km 圏内に位置しており、関越自動車道、JR 高崎線及び上越新幹線が南東から北西に

横断し、北側を国道17号、南側を国道140号及び秩父鉄道が東西に横断している。都市近郊という立地条件を

活かし、ねぎ、ブロッコリー等の野菜類のほか、ゆり等の花き類を中心とした一大産地となっており、首都圏への

重要な農産物の供給基地としての役割を担っている。 
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２ ． 事 業 計 画 の概 要  

(１) 事業目的 

本地区の農業水利施設は、国営荒川中部土地改良事業（昭和34年度～昭和41年度）等により造成されて

いる。造成から50年以上が経過し、経年的な施設の劣化により、用水路等ではコンクリートのひび割れや剥離、

目地の変形などにより漏水等が発生しているほか、地区の一部では取水堰の不具合等により不安定な取水

を余儀なくされていることから、農業用水の安定供給に支障を来している。 

このため、本事業では、農業水利施設の改修と併せて用水再編（小山川掛かりの農地を本地区に編入し

水源を荒川に転換）を行い、関連事業において用水路の改修と畑地かんがい施設の整備を行うことにより、

農業用水の安定供給を図り、農業生産性の向上及び農業経営の安定に資するものである。また、地区内の

農業用水が従来から有している地域用水機能の増進に資するものである。*1 
*1 [参考：国営荒川中部土地改良事業計画書]  

 

(２) 事業概要 

①関係市町 ： 埼玉県
さいたまけん

 本庄市
ほんじょうし

、深谷市
ふ か や し

、大里郡
おおさとぐん

寄居町
よ り いま ち

 

②事業着手 ： 平成 26 年度 

③工事完了予定 ： 平成 34 年度（令和 8 年度） 

④総事業費 ： 11,000 百万円（令和 6年度時点 13,500 百万円） 

⑤受益面積 ： 3,212ha（水田 749ha、畑 2,463ha） 

⑥主要工事 ： 頭首工    1 箇所 

 揚水機場   1 箇所 

  用水路    57.1km 

                   水管理施設  １式 
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(３) 事業概要図 
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(４) 地域用水機能（防火用水）の発揮 

本地区の農業水利施設は、農業用水の供給と併せて防火用水機能を担っている。対象となる水路や施設

では、迅速な取水・消火活動を可能とするため、階段工の設置や消防車両の転回スペースを整備している。 
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３ ． 事 業 の進 捗 状 況  

令和5年度末までの国営事業の進捗率は事業費ベースで75.1%となっている。玉淀ダムの工事は令和4年度

に完了し、用水路工は、事業費ベースで79.1%、事業量ベースで85.8%が完了している。用水路工のうち、幹線

用水路はおおむね完了しており、令和6年度以降は支線用水路及び揚水機場の更新を予定している。 

 

 

 

 

 

  

令和6年度時点 令和5年度まで 進捗率 令和6年度時点 令和5年度まで 進捗率

総事業費 13,500 10,135 75.1%

頭首工 244 244 100.0% 1箇所 1箇所 100.0%

揚水機場 944 196 20.8% 1箇所 - -

用水路 7,453 5,895 79.1% 57.1km 49.0km 85.8%

水管理施設 121 0 0.0% 1式 - -

事業量事業費（百万円）

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10

玉淀ダム

(2)揚水機場

花園揚水機場

(3)用水路

導水幹線

右幹線水路

左幹線水路

小前田用水路

原宿用水路

花園用水路

藤沢用水路

本郷用水路

南岡用水路

県左幹線用水路

武川用水路

三尻用水路

幡羅用水路

西田幹線用水路

藤治川用水路

武蔵野用水路

西原用水路

針ヶ谷排水路

(4)小水力発電

(5)水管理施設

...実施工程

...予定工程

施設名
予定工程

(1)頭首工
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４ ． 関 連 事 業 の進 捗 状 況  

本地区では、関連事業として末端受益地への水路整備が位置付けられており、その進捗率は、受益面積ベ

ースで15.7%となっている。 

 

 

(１) 関連事業推進の取組 

①荒川中部地区では、国、県、市町、土地改良区で定期的に４者会議を開催し、畑地かんがいの推進に

向けた検討を行っている。令和５年度は６回開催し、国営事業の進捗状況、関連事業の進捗状況を共

有したほか、令和６年２月の会議では、国営事業所が霞ケ浦用水地区（茨城県）の畑かんマイスターによ

る新規地区着手の取組を紹介した。 

②荒川中部地区農業農村整備事業推進協議会の営農検討部会は、令和 4 年度に霞ケ浦用水地区（茨

城県）、令和 5 年度に赤城西麓地区（群馬県）において現地研修会を開催した。現地研修会には営農

検討部会関係者が参加し、畑地かんがい施設の見学、担い手農家との意見交換を実施した。 

   営農検討部会 

   目  的：国営及び関連事業が円滑に進むように相互に連携を図    

り､情報交換や畑地かんがい先進地の情報収集を行う。 

   部会長：深谷市農業振興課長  

   部会メンバー：関係市町、関係農業協同組合、農家代表、県出先            

機関（技術普及担当を含む）、土地改良区、 

国営事業所 

(左写真) 霞ケ浦用水地区畑かん圃場にて実演研修 

受益面積※1 令和5年度まで

（ha） （ha） H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15

荒川中部右幹線 499 207 41.5%

荒川中部左幹線 678 106 15.6%

本郷用水 263 - - ※榛沢新田地区、本郷地区として推進

右幹線直轄1号 188 - - ※上大谷地区として推進

藤沢用水 224 - - ※樫合地区として推進

県左幹線 70 - -

岡部用水 30 - -

左幹線支線用水 80 - -

武川用水 133 - -

南岡用水 97 - -

原宿用水 65 - -

右幹線直轄2号 55 - -

左幹線直轄 116 - - ※樫合地区として推進

幡羅用水 87 - -

三尻用水 15 - -

藤治川用水 47 - -

小前田用水 19 - -

花園用水 76 - -

武蔵野用水 7 - -

本郷用水（団体営） 30 - - ※榛沢新田地区、本郷地区として推進

計 20地区 1,995 313 15.7%

※1 受益面積の計は各地区の重複分を除く。 ...実施工程

※2 既存施設の整備については、国営・県営分を合わせて受益面積ベースで73.0%（1,197ha／1,640ha）完了している（令和5年度末時点）。 ...予定工程

事業内容 地区名

幹線水路整備

末端水路整備

進捗率
予定工程
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(２) 営農体系の変化による用水利用ニーズの変化 

受益農家の一部では、ブロッコリーの作付けにおいて、法人化・大規模化を図る中で収穫時期を分散する

ために、新たな品種（１型：しげもり、ピクセル）を導入している。 

これにより、は種の時期が早まるため、特に近年では夏場の気温が高いことから、本地区の用水を地温調

整に活用している事例もある。 

 

（参考１） 地区内のブロッコリーの作付け状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（参考２） 夏まき秋冬どりブロッコリーの栽培暦 【榛沢農業組合】 

 

 

 

 

  

作型 品種 7 8 9 10 11 12 1 2 3

上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下

しげもり 7/20 8/5 8/11 8/30 10/中 11/下 ※慣行苗はプラグポット育苗より

〇 〇 ▲ ▲ × ×  ５日程度遅くは種する。

ピクセル 7/25 8/5 8/16 8/30 10/中 11/中

〇 〇 ▲ ▲ × ×

改良緑炎 8/5 8/15 8/27 9/9 11/中 1/下

改良はま緑 〇 〇 ▲ ▲ × ×

幸よし 8/5 8/15 8/27 9/9 11/中 12/下

〇 〇 ▲ ▲ × ×

沢ゆたか 8/10 8/15 8/30 9/9 11/中 12/下

〇 〇 ▲ ▲ × ×

SK0-070 7/25 8/5 8/16 8/30 11/下 12/下

〇 〇 ▲ ▲ × ×

まい緑214号 8/5 8/15 8/27 9/9 12/上 ２/中

〇 〇 ▲ ▲ × ×

グリーンベール 8/15 8/25 9/9 9/23 ２/上 3/下

〇 〇 ▲ ▲ × ×

〇：は種 ▲：定植 ：生育期間 ：収穫期間

作
型
及
び
品
種

１型

２型

３型
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図2、図3、表1：国勢調査より 

５ ． 農 業 情 勢 、農 村 の状 況 その他 の社 会 経 済 情 勢 の変 化  

本事業の関係3市町全体(以後「本地域」という)は、埼玉県

全体に対し総人口が3%、農業経営体数が11%、経営耕地面

積が13%及び農業産出額が27%を占めている[図1]。本地域

の総人口に対する割合に対し、農業に関する項目の割合が

大きいことから、本地域は県内有数の農業地帯であることが

うかがえる。 

本地域全体の人口は平成22年から令和2年の10年間で減

少傾向[図2]にあり、農業就業者数の減少及び就業者の第

三次産業への移行が見られる[図4]。その一方で、1経営体

当たりの経営面積及び5.0ha以上の規模の経営体数は増加

しており[図15]、営農の中心となる経営体への農地集積及

び規模拡大が進んでいる。 

 

(１) 総人口の推移 

【関係市町の総人口は減少しているが、埼玉県では増加している。】 

本地域では、人口の多い順に深谷市、本庄市、寄居町となっており、本地域における総人口は、平成22年

の262,281人から令和２年の252,211人へと４%減少している。一方、埼玉県全体の総人口は、平成22年の

7,194,556人から令和２年の7,344,765人へと２%増加している[図2、表1]。本地域の3市町の人口はいずれも減

少傾向にあり、特に寄居町では平成22年から令和2年までの10年間で10%減少している[図3]。 
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図3 関係市町の人口増減率
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図1：国勢調査、農林業センサス、 

市町村別農業産出額(推計)より 

3%

11%

13%

27%

97%

89%

87%

73%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

総人口

農業経営体数

経営耕地面積

農業産出額

関係市町 関係市町以外

図1 本地域が埼玉県全体に占める割合(R2)

R2

252,211

(単位：人)

表1　総人口の推移

H22からR2の
変化量

-10,070

150,209埼玉県 7,194,556 7,266,534 7,344,765

関係市町

H22

262,281

H27

255,773

(単位：人)

関係市町の総人口の内訳

H22からR2の
変化量

-3,320

-3,350

-3,400

本庄市

深谷市

寄居町

H22 R2

81,889 78,569

144,618 141,268

35,774 32,374



 

11 

 

(２) 産業別就業者数に占める農業就業者数の動向 

【関係市町における全就業者に占める農業就業者の割合は6%であり、埼玉県の1%よりも高く、3市町で県平均

を上回っている。】 

令和2年においては、本地域及び埼玉県のいずれも第3次産業の就業人口割合が最も高く、本地域では

61%(74,646人)、埼玉県では73%を占めている[図4、表2]。 

本地域における全就業者数に占める農業就業者数の割合は、平成22年の7%(9,068人)から令和2年の

6%(7,454人)になり1ポイント減少しており、埼玉県も同様に平成22年の2%から令和2年の1%へと1ポイント減少して

いる。本地域の3市町はいずれも埼玉県全体の1%を上回っている[図5]。 
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0%

0%
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30%
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58%
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H27

H22

関
係

市
町

図4 産業別就業者数の推移

農業 林業・漁業 第2次産業 第3次産業 分類不能な産業
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6%

2%

5%

7%

4%

6%

1%

0%

2%

4%

6%

8%

10%

12%

本庄市 深谷市 寄居町 関係市町 埼玉県

図5 全就業者数に占める農業従業者数の割合

H22 H27 R2

図4、図5、表2：国勢調査より 

H22 H27 R2

9,068 8,017 7,475

39,925 37,957 36,988

71,793 72,018 74,646

(単位：人)

表2　関係市町の産業別就業者数

第1次産業

第2次産業

第3次産業

H22からR2の

変化量

-1,593

-2,937

2,853
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(３) 農家経営体数の推移 

【関係市町の農業経営体数は減少傾向にあり、団体経営体数(法人)は埼玉県全体での増加率39%には及ばな

いものの、28%増加している。】 

本地域の農業経営体数は、平成22年から令和2年までの10年間で4,739経営体から3,180経営体となり、33%

減少している。また、個人経営体も同様に減少傾向にある[図6]。 

団体経営体(法人)数は増加傾向にある一方で、団体経営体(非法人)数は、大幅な減少傾向にある[図7]。 

埼玉県全体の増減率と比較すると、農業経営体数及び個人経営体数は県平均より上回っており、団体経営

体(数の増加率は県平均を下回っている[図8]。 

 

 

 

 

(４) 認定農業者数の推移 

【関係市町における認定農業者数は緩やかな減少傾向にある。】 

本地域では、農業従事者の減少及び高齢化等による地域農業

の衰退が懸念されており、地域農業の持続的発展を実現するた

めに、担い手への農地集積や大規模化を図り、効率的かつ安定

的な農業者による営農の確立を目指している。地域農業の中心と

なる認定農業者数は、約700経営体(法人：100経営体程度、法人

以外：600経営体程度)で緩やかな減少傾向にある[図9]。 
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図9：関係市町への聞き取り結果より 
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(５) 経営耕地面積の推移 

【関係市町における経営耕地の地目別構成割合は、埼玉県全体と比べ畑の割合が大きく、田が32%、畑が67%、

樹園地が1%となっている。】 

【関係市町の経営耕地面積は6%増加しており、埼玉県全体では9%減少している。】 

本地域の令和2年における経営耕地の地目構成は、田32%、畑67%、樹園地1%であり、埼玉県全体のそれぞ

れ63%、34%、3%と比べ、畑の割合が大きい構成である[図10]。 

本地域の平成22年から10年間の経営耕地面積の推移は、田、樹園地では転用等により減少しているが、畑

では15%増加している。いずれの地目においても減少傾向にある埼玉県全体と比べると、樹園地が大きく減少し

ているが、田の減少率は小さい[図11]。 
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(６) 経営体当たり経営耕地面積の推移 

【関係市町の経営体当たり経営耕地面積は、埼玉県全体に比べ増加傾向にあり、経営規模の拡大が進んでい

る。】 

本地域における1経営体当たりの経営耕地面積は2.3haであり、埼玉県全体の1.9haと比べ0.4ha大きく、特に

畑の経営耕地面積は埼玉県全体の2倍を上回っている。平成22年からの10年間で1経営体当たり0.6ha増加し

ており、規模拡大が進んでいる[図12、13]。 

 

 

 

(７) 経営耕地面積規模別面積割合の推移 

【関係市町では、5.0ha以上の規模の農業経営体による経営耕地面積が関係市町全体の50%を占めている。】 

本地域の令和2年における経営耕地の規模別面積割合は、5.0ha以上の規模の経営耕地が占める割合が

50%と最も大きく、埼玉県全体での42%を上回っている。また、平成22年から令和2年の10年間で、5.0ha以上の規

模の経営耕地面積割合は19%から50%へと31%増加しており、農業経営体の経営規模拡大が進んでいることがう

かがえる[図14]。 
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(８) 経営耕地面積規模別経営体数の推移 

【関係市町では、5.0ha規模以上の経営体が増加し、規模拡大が進んでいる。】 

本地域の令和2年における経営耕地面積規模別経営体数をみると、県全体と同様、0.5～1.0ha規模の経営

体が33%と最も多くを占めている。また、5.0ha以上の経営体は、関係市町で6%、埼玉県で4%となっており、本地

域では5.0ha以上の経営体が占める割合が県全体に比べ多い傾向にある[図15]。 

特に、本地域の5.0ha以上の経営体は、平成22年からの10年間で46%増加しており、埼玉県全体と同様、地域

農業を担う経営体の規模拡大が進んでいることがうかがえる[図16]。 
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図17、18：埼玉県農林水産統計年報、生産農業所

得統計、市町村別農業産出額(推計)より 

(９) 農業産出額の推移 

【関係市町における農業産出額の変動は横ばいで推移している。】 

【関係市町の類別農業産出額は野菜が最も大きい。】 

本地域の農業産出額は令和3年で438億円であり、平成26年以降450億円程度で推移している。埼玉県全体

での農業産出額は平成28年から令和3年までにかけて緩やかな減少傾向にある[図17]。 

類別に見ると、野菜の産出額が最も大きく、平成28年以降では減少傾向にあり令和3年で233億円となってい

る。一方、畜産物(肉用牛、乳用牛、豚、鶏)は安定した推移となっている[図18]。 
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(１０) 地区内における生産組合・法人等の優良事例 

本地域では、花きの栽培が盛んであり、令和3年における花きの産出額は20億円におよぶ。令和5年度関東農政局

土地改良事業地区等営農推進功労者として表彰された花き栽培の農業経営体の優良事例を紹介する。 

 

 【経営の概要】 

区分   ：農業経営体(個人) 

氏名   ：小林 孝之 

主要作物  ：花き 

作付面積  ：畑  1.2ha(カランコエ 0.6ha、その他花き 0.6ha) 

作型・栽培技術等 ：ハウス周年栽培 

労働力  ：常時雇用数 6人、自家労働数 2人 

 

 【取り組みのポイント】 

①本事業を契機に畑かん用水を導入。用水が安定的に確保され、適切な水管理を行うことで花きの生産量が増加。 

②電照：シェード栽培技術の確立によりカランコエの周年出荷を実現し、従業員6人を通年雇用。 

③独自ブランドの展開や品種改良により他社商品と差別化。 

④ハウスでの給水、温度調整等の自動システムを導入し、省力化。 

 

 【本事業の活用】 

花き栽培は用水が不可欠であり、ほ場内に井戸を掘り、ポンプで汲み上げた水をハウスに運び、かん水を行っていた

が、十分な用水が確保できないこと、鉄分が多く濁った水であったことが栽培に支障を来していた。平成14年に県営事

業(下大谷地区)等により末端機場及び用水路が整備されたことから、本経営体では国営荒川中部用水を活用した栽培

を始めた。 

本事業での用水の活用により、良好な水質の農業用水を安定して確保することができ、かん水や薬剤散布を適期に

行い、収量・品質の安定につながった。また、給水栓から直接ハウスにかん水できることから水管理作業の負担が軽減

され、栽培面積の拡大が可能となった。市場関係者の認知度を上げるために独自ブランドを展開したり、大手量販店か

ら指定品種の生産を受注するなど、大手の花き会社との差別化を図っている。 
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６ ． 事 業 の重 要 な部 分 の変 更 の必 要 性 の有 無  

現時点までの受益面積、主要工事計画及び事業費の変動について、確認した結果は以下のとおりであり、事

業計画の変更が必要な変動は生じていない。 

 

(１) 受益面積 

受益面積は、事業計画策定時点の3,212haから、令和5年度までに農地転用などにより計64ha減少しているが、

5%未満であり事業計画の変更要件に該当しない。 

 

《事業計画変更の判断基準》 

事業計画の変更要件(国営土地改良事業計画変更取扱要領 H31.4.1最終改正)に示されている『受

益面積の増又は減が5%以上となる場合(ただし、10ha以上)』に該当する場合、事業計画の変更が必

要となる。 

 

《本地区の状況》 

現計画時点 3,212ha － 現時点 3,148ha ＝ 64ha 

64ha ÷ 3,212ha ＝ 2.0% ＜ 5% ・・・ ［該当しない］ 

 

(２) 事業目的別面積 

本地区の事業目的は「用水改良」「畑地かんがい」であり、事業目的別面積は、「用水改良」では15ha(0.9%)減

少し、「畑地かんがい」では49ha(3.1%)減少しているが、10%未満であり事業計画変更の要件に該当しない。 

 

《事業計画変更の判断基準》 

事業計画の変更要件(国営土地改良事業計画変更取扱要領 H31.4.1最終改正)に示されている『事

業目的別面積の増減が10%以上となる場合(ただし、30ha以上)』に該当する場合、事業計画の変更が

必要となる。 

 

《本地区の状況》 

・「用水改良」 現計画時点 1,640ha － 現時点 1,625ha ＝ 15ha 

  15ha ÷ 1,640ha ＝ 0.9% ＜ 10% ・・・ ［該当しない］ 

・「畑地かんがい」 現計画時点 1,572ha － 現時点 1,523ha ＝ 49ha 

  49ha ÷ 1,572ha ＝ 3.1% ＜ 10% ・・・ ［該当しない］ 

 

(３) 主要工事計画 

本地区の主要工事計画は、現計画から変更はなく、事業計画変更の要件に該当しない。 

 

《事業計画変更の判断基準》 

事業計画の変更要件(国営土地改良事業計画変更取扱要領 H31.4.1最終改正)に示されている『主

要工事の追加若しくは廃止その他著しい変更』に該当する場合、事業計画の変更が必要となる。 

 

《本地区の状況》 

主要工事の追加若しくは廃止その他著しい変更なし・・・ ［該当しない］ 
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(４) 当該事業費 

令和6年度時点での総事業費は13,500百万円であり、現計画の11,000百万円に対し2,500百万円増加してい

るが、自然増を除く事業負担対象額の変動は72百万円(0.8%)の増加となっており、10%未満であることから事業

計画の変更に該当しない。 

 

 
 

《事業計画変更の判断基準》 

事業計画の変更要件(国営土地改良事業計画変更取扱要領 H31.4.1最終改正)に示されている『10%

の変動(労賃又は物価変動による事業費を除く)』に該当する場合、事業計画の変更が必要となる。 

 

《本地区の状況》 

自然増を除く変動 72百万円 ÷ 現計画 9,338百万円 ＝ 0.8% ＜ 10% ・・・ ［該当しない］ 

 

 

 

  

内 自然増 内 工法変更

平成26年度（当初計画） 11,000,000 9,337,900 － － 1,662,100

令和6年度時点 13,500,000 11,223,800 1,813,900 72,000 2,276,200

(単位：千円)

事業負担対象経費（工事費等）

【事業費変動の内訳】

総事業費 工事諸費等
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７ ． 費 用 対 効 果 分 析 の基 礎 となる要 因 の変 化  

(１) 地域農業振興の方向性 

費用対効果分析の算定基礎となる、県及び関係市町の地域農業振興の基本方針に大きな変更はなく、本地

区の営農計画はこれらの基本方針に則り策定されていることから大きな影響はない。今後も荒川中部地区農業

農村整備事業推進協議会の営農検討部会の定期的な開催を通じて、引き続き農業振興を積極的に推進して

いく方針であり、営農計画等の大幅な変更の必要性は生じていない。 

 



 

21 

 

(２) 関係市町における主要作物の作付面積の推移 

小麦は、平成19年から平成25年まで減少傾向であるが、平成26年以降緩やかに増加しており、ブロッコリー、

夏ねぎ、スイートコーンは、横ばいに推移している。その他の品目については、減少傾向にある［図19］。 
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図19 関係市町における主要作物の作付面積の推移

図19：作物統計調査より 

   水稲・小麦・大豆 ： 関係市町平均値 

   その他 ： 埼玉県数値 
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(３) 主要作物の単収の推移 

水稲、小麦、大豆の単収は年ごとの変動はあるものの、横ばいに推移している。夏秋きゅうり、夏秋なす、夏ね

ぎ、秋冬ねぎの単収は安定的に推移している。冬春きゅうり、春夏にんじんは大きく変動する年があるものの、緩

やかに増加している［図20］。 
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図20 主要作物の単収の推移

※H28春夏にんじん

は欠測

図20：作物統計調査 作況調査(野菜)より 

    ［関係市町平均値］水稲・小麦・大豆・夏秋きゅうり・冬春きゅうり 

    ［埼玉県数値］   夏秋なす・春夏にんじん・夏ねぎ・秋冬ねぎ 
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(４) 主要作物の単価の推移 

水稲、やまのいもの単価は、緩やかな減少傾向にあり、ブロッコリー、きゅうり、なすの単価は、年ごとの変動は

あるものの、安定的に推移している。そのほかの作物の単価は、年ごとの変動はあるものの、緩やかな増加傾向

にある［図21］。 
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図21 主要作物の単価の推移

図21：農業物価統計調査より 

    平成22年基準：平成25年～平成26年 

    平成27年基準：平成27年～令和元年 

    令和 2年基準：令和2年～令和4年 
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８ ． 費 用 対 効 果 分 析 の結 果   

本地区内において、評価期間の下で必要な投下費用(総費用：当該事業費＋関連事業費＋資産価額＋

再整備費)と、それによって発現する総便益を対比した結果は以下のとおりである。 

 

(１) 総費用総便益比の総括 

 

（現計画時点からの効果の主な変動要因） 

・ 現計画時点では算定手法が開発されていなかった「大規模地震対策に係る効果」及び「国産農産物

安定供給効果」を新たに算定・計上したことによる総便益額の増。 

・ 再評価時点における最新の統計データやＪＡふかや等への聞き取り調査を行った結果、多くの作物

で現計画時点と比べて作物単価が向上したことによる作物生産効果の増。 

・ 効果算定に用いる諸係数（純益率、支出済み換算係数 等）の定期的な見直しに伴う効果額の増減。 

(単位：千円)

算定式 数値

①＝②＋③ 32,383,183

当該事業による再整備費用 ② 18,316,423

その他費用(関連事業費＋資産価額＋再整備費) ③ 14,066,760

④ 53年

⑤ 89,019,241

⑥＝⑤÷① 2.74

区分

評価期間(当該事業の工事期間＋40年)

総便益額(現在価値化)

総費用総便益比

総費用(現在価値化)
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(２) 年総効果額、総便益額の総括 

 

(単位：千円)

食料の安定供給の確保に関する効果

作物生産効果 2,859,011 84,500,400
用水施設の整備を実施した場合と実施しなかっ

た場合での作物生産量が増減する効果

品質向上効果 14,720 427,505
用水施設の整備を実施した場合と実施しなかっ
た場合での生産物の価格が維持、向上する効

果

営農経費節減効果 △59,868 △1,537,684
用水施設の整備を実施した場合と実施しなかっ
た場合での営農経費が増減する効果

維持管理費節減効果 △130,389 △4,171,048
用水施設の整備を実施した場合と実施しなかっ

た場合での施設の維持管理費が増減する効果

農村の振興に関する効果

地域用水効果 8,708 293,213
用水施設の整備を実施した場合と実施しなかっ
た場合での地域用水を利用する経費が節減す

る効果

多面的機能の発揮に関する効果

景観・環境保全効果 5,976 121,367
用水施設の整備を実施した場合景観や自然環

境が保全、創造される効果

その他の効果

大規模地震対策効果 535 10,869

耐震整備を実施した場合と実施しなかった場合

での大規模地震の発生に伴う被害が軽減する効
果

国産農産物安定供給効果 397,927 9,374,619

用水施設の整備により農業生産性の向上や営

農条件等の改善が図られ、国産農産物の安定

供給に寄与する効果

3,096,620 89,019,241合計

区分 年効果

(便益)額
総便益額 効果の要因

効果項目
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９ ． 環 境 との調 和 への配 慮   

本事業を実施する地域では、農地、水路及び防風林によって特有の農村景観が形成されている。また、

今なお残る煉瓦づくりの町並みや花産地を活かした花と緑の景観は、地区の歴史・文化を示す貴重な資

源となっている。 

本事業の実施に当たり、「埼玉県環境基本計画」及び関係市町が策定している「田園環境整備マスター

プラン」との整合を図った「国営土地改良事業荒川中部地区 環境配慮計画」を策定し、生態系や景観

への配慮の基本的な考え方が定められている。その中で、目指すべき地域環境の姿が以下のように示さ

れている。 

 

本地区の環境配慮においては、農業用用排水路による水のネットワークを農地、水路、防風

林の適切な管理のもと水と緑のネットワークの構築を保全するとともに、地域特有の農村景観

にもなっている史跡等への配慮や花と緑のまちづくりと連携して、「歴史に包まれ、水とみどり

豊かな荒川中部の農村環境を未来に」を目標に、特色ある良好な景観要素の保全に重点をおき、

貴重な生態系に対しても可能な配慮を進める。 

また、都市化に伴い混住地域が広がっていることから、住民意識の多様性にも配慮し、農家

だけでなく地域住民や地域の活動団体と連携しながら、地域の財産として次世代へ引き継げる

農村環境の保全を目指す。 

 

現在までに、以下のような景観配慮の取組を行っている。 

① 地域住民や活動団体との管理作業・植栽 

本事業での農業用用排水路の改修に当たって、法面の復旧時に地被植物やアジサイなどの植栽を土

地改良区が自治会や地元企業と連携して実施している。また、農業用用排水路の草刈りや水路掃除に

ついてはシルバー人材を活用して行っている。 

 

 

R3年度まで

除草清掃等 植栽 植栽

左幹線用水路 櫛引中部自治会 ○ - -

武川排水路 長在家東西自治会 ○ - ○

針ヶ谷排水路 榛沢新田(自)＆日立化成(株) ○ - ○

永田久保山自治会 ○ - ○

小前田自治会 ○ - ○

花園商工会 ○ - ○

(株)UACJ ○ - -

中折之口自治会 ○ ○ ○

下折之口自治会 ○ ○ ○

○:実施実績あり

－:実施実績なし

令和4年度
対象施設 活動団体

【令和4年度　荒川中部地区　良好な景観向上活動一覧表】

カニ沢排水路

前の川排水路
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左幹線水路におけるアジサイの植栽（櫛引中部自治会） 

 

② 管理用道路の生活利用 

幹線水路沿いの管理用道路は、地域住民の通学路や散策道として利用されている。 

 

近隣の幼稚園に通う園児が散策道として利用している。 

 

③ オオタカに関する環境配慮対策 

生物実態調査の結果、用水路付近にオオタカの営巣が複数確認された。改修工事が計画されていた

箇所について、以下のような対策のもと、工事が実施された。 

 

〇 騒音・振動が少ないパネル工法を採用し、2月後半～7月にかけての繁殖期を避けて工事を行った。 

〇 夜間照明を使用しないこととし、昼間工事のみの実施とした。 

 

 

左幹線用水路での補修工事の様子 
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④ 社会的見学等の場の提供 

   東京発電は、近隣の高校等を対象に玉淀ダムの役割等について理解を深めてもらうことを目的とした見学

会を開催している。 

 

   

R05.6.27開催 埼玉県立秩父農工科学学校が参加したダム見学会の様子 

 

 

 

 

 

 

玉淀ダム見学会の実施状況 

年 月 日 詳 細 

R04.05.27 埼玉県農林部農村整備課様/20名 

R04.07.21 埼玉県警寄居警察署様/2名 

R05.06.27 埼玉県立秩父農工科学学校様/37名 

R05.08.08 東京電力パワーグリット様、本庄市役所様、上里町役場様、神川町役場様/9名 

R05.09.08 独立行政法人水資源機構様/38名 

R05.09.29 埼玉県農林部本庄農林振興センター様、神川町土地改良区様/20名 

R05.10.30 国土交通省荒川上流河川事務所様/5名 

R06.02.15 関東農政局荒川中部地区農業農村整備事業推進協議会様/20名 

R06.03.07 寄居町役場 戦略プロモーション課様/2名 

R06.05.10 埼玉県警寄居警察署様/2名 

R06.06.14 独立行政法人水資源機構様/38名 

R06.06.25 埼玉県立秩父農工科学学校様/39名 
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10． 事 業 コスト縮 減 等 の取 組  

本事業では、幹線水路での改修工事において、表面被覆工をモルタルによる被覆から FRPM パネルによる

被覆工法に見直したことにより工事費縮減に取り組んでいる。なお、今後実施予定の工事についても、積極的

にコスト縮減に努めることとする。 

【幹線用水路での表面被覆工法の見直し】 

➢工事名：左幹線水路補修工事 (平成28年度～平成30年度) 

➢概要： 

左幹線用水路での補修工事において、無機系表面被覆工法を計画していたが、長期的な更新費用

が安価であり、なおかつ、施工直後から供用可能なため、地元の要望である夜間通水に対応でき

るパネル工法(アンカー固定式)を採用することでコスト縮減を図った。 

 


